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H21年度の活動報告 【補足】

H22.10.19 第4回防災WG

資料-２
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２．Ｈ21年度の検討項目

Ⅰ データ所在の見える化
（災害リスク情報等を流通（利用促進）させるための基盤整備）

【システム化部会検討テーマ】

・・・・各種災害リスク情報等に対してメタデータを作成し、データの所在・諸元等を見える化する。
→過年度までの成果：データ流通基盤の機能要件・機能仕様（事務局素案）の整理

Ⅱ データ仕様の明確化・共通化 （統合利用可能な災害リスク等の規格化）

【データ標準化部会検討テーマ】

・・・・官及び民にて共有すべき災害リスク情報等を対象に、データ仕様（構造）を明確に定義する。
→過年度までの成果：災害リスク情報等の規格化ガイド文書（事務局素案）

災害リスク情報等のデータ製品仕様書（事務局素案）

（地震、津波、洪水、土砂、道路交通機関被害）
災害リスク情報等メタデータ仕様 等

これまで防災WGでは、以下の取り組みを中心に実施。
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Ⅰ． データ所在の見える化

a.データ流通基盤

b.用語辞書

c.メタデータエディタ



4

a. データ流通基盤

災害リスク情報等の流通に係る基本構成の検討

災害リスク情報等を流通させるために必要となる機能の検討

運用方法等の検討

H21年度の検討内容：

プロトタイプの運用を想定したデータ流通基盤の下記の検討

基本構成案

機能仕様案

H21年度の成果

① 「データ所在の見える化」の検討成果
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① データ所在の見える化 （データ流通基盤）の趣旨

課題：災害リスク情報等を同条件で組織横断的に検索することができず、各機関のデータ
の整備状況を容易に把握できない
様々な機関が分散して管理している災害リスク情報等を一元的に同条件で横断的に検索し、取得することができない。

課題：災害リスク情報の定義内容（仕様）が分からないためデータを十分に活用できない
データを活用するためには、データの構造を示したデータ仕様が取得できる必要があるが、現状はその環境が十分に整備されてい

ない。

課題：災害リスク情報の利用条件・制限・概要等を把握することができない
災害リスク情報等を利活用するためには、データの諸元情報が把握できるようにする必要があるが、現状は十分に整備されていない。

課題：災害リスク情報等を同条件で組織横断的に検索することができず、各機関のデータ
の整備状況を容易に把握できない
様々な機関が分散して管理している災害リスク情報等を一元的に同条件で横断的に検索し、取得することができない。

課題：災害リスク情報の定義内容（仕様）が分からないためデータを十分に活用できない
データを活用するためには、データの構造を示したデータ仕様が取得できる必要があるが、現状はその環境が十分に整備されてい

ない。

課題：災害リスク情報の利用条件・制限・概要等を把握することができない
災害リスク情報等を利活用するためには、データの諸元情報が把握できるようにする必要があるが、現状は十分に整備されていない。

現状の課題

効果：データ仕様の流通によって、データ仕様の乱立を防ぐ（データの標準化の促進）
既存のデータ仕様の内容を容易に検索取得できるため、他機関の状況を容易に把握できる

効果：データの再利用に効率的なXMLデータなどの機械可読なデータへのシフトが進む
データが検索され、所在情報を容易に取得できることによって、データ公開および、再利用され やすいデータ様式への
移行が促進する。

効果：データ仕様の流通によって、データ仕様の乱立を防ぐ（データの標準化の促進）
既存のデータ仕様の内容を容易に検索取得できるため、他機関の状況を容易に把握できる

効果：データの再利用に効率的なXMLデータなどの機械可読なデータへのシフトが進む
データが検索され、所在情報を容易に取得できることによって、データ公開および、再利用され やすいデータ様式への
移行が促進する。

データ流通基盤の効果

①各機関が作成・保有するデータ仕様の収集
②データ仕様とデータに統一的なメタデータの付与（データ標準化部会によるメタデータ標準仕様）

③データ仕様やデータを検索・取得するための仕組みの構築
④収集したデータ仕様およびデータのメタデータを③を用いて流通

実施事項
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同じ条件で検索で
きない

欲しいデータがどこで入手
できるかわからない

データを利用するために
必要な情報が得られない

???

同じ条件で横断
的に検索できる

データの所在から問い合わせ
ができる（一般に非公開の場合でも利

用目的によってはデータを取得できる可
能性がある）

利用するために必要
な情報が検索できる。

現状のイメージ

プロジェクト名

作成期間

作成年月日

空間参照情報

利用制限

・・・・・・・

プロジェクト名

作成期間

作成年月日

空間参照情報

利用制限

・・・・・・・

プロジェクト名

作成期間

作成年月日

空間参照情報

利用制限

・・・・・・・

プロジェクト名

作成期間

作成年月日

空間参照情報

利用制限

・・・・・・・

データ流通基盤導入後のイメージ

データ

？

データ仕様

？

データ仕様メタデータ

データ

？

データ仕様

？

データ

？

データ仕様

？

データ

？

データ仕様

？

データ流通基盤

機関A
機関B 機関C 機関D

データ仕様メタデータ データ仕様メタデータ
データ仕様メタデータ
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② データ流通基盤の基本要件

※２：メタデータとはデータそのものではなく、データを説明する情報のこと。データの作成日時や作成者、データ形式、タイトル、注
釈などが考えられる。データを効率的に管理、検索するための情報となる。

※１：データ仕様とは、データで取り扱うデータ項目の種類・内容説明・データ型当の記述様式等が定義されたものを指す。

本プロジェクトで規格化するデータ仕様や各機関が作成している災害リスク情報に関連するデータ仕様が対象となる。

789

456

Jin_M0_14

65789222222

12345111111

Jin_F0-14KasCdSuiCd

データ

「SuiCd」は・・水系コー

ドかな？？
「Jin_M_0_14」は何？

年齢別人口（男性：０
～１４歳）

Jin_M0_14

河川コード表参照河川コードKasCd

水系コード表参照

備考

年齢別人口（女性：０
～１４歳）

Jin_F0_14

水系コードSuiCd

内容項目

データ仕様

「SuiCd」は水系コード！
「Jin_M_0_14」は年齢別

人口（男性）０～１４歳！
データだけだと・・・

データ仕様を参照すると・・・

データだけではデータの取り扱い方がわからないため、当該データの種類、内
容、データ型などが定義されたデータ仕様※1も対応

統一的な方法で検索できるようにデータ仕様及びデータのメタデータ※2を管理

ユーザはデータ仕様を検索時に、データ仕様内の内容を検索できるようにデー
タ仕様を収集して管理

データだけではデータの取り扱い方がわからないため、当該データの種類、内
容、データ型などが定義されたデータ仕様※1も対応

統一的な方法で検索できるようにデータ仕様及びデータのメタデータ※2を管理

ユーザはデータ仕様を検索時に、データ仕様内の内容を検索できるようにデー
タ仕様を収集して管理

参考
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※※

※当面、データを取得するために必要性の高い機
能を対象とする。加えて、データの所在を示す
URLを提供することとし、可視化機能や配信機能

は、今後、必要性を検討する。

③ データ流通基盤の基本構成案
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④ 機能要件案

抽出機能を先進事例を元に詳細化

データ流通基盤を利用する登場人物毎の
利活用場面から想定される機能を抽出

機能仕様書の作成

データ（仕様）検索機能

データ（仕様）取得機能

データ（仕様）登録機能

想定される利用者機能大分類

データ作成者

「データ流通基盤」管理者

一般ユーザ

データ仕様作成者

「データ流通基盤」管理者

データ作成者

一般ユーザ

データ仕様作成者

「データ流通基盤」管理者

データ流通基盤

検索・参照

登録（申請/提出内容審査）申請（登録依頼）

作成した仕様を普
及させたい 等々

作成したデータの
利用を促進したい
等々

申請のあったも
のを登録したい
等々

データやデータ仕様
を検索・取得したい
等々

データ仕様作成者 データ作成者 「データ流通基盤」管理者

一般ユーザ

（府省）（府省）

利活用場面から抽出した機能大分類

＜検討フロー＞

例：データ仕様の登録機能要件

各
機
能
を
詳
細
化
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※イメージ

メタデータ登録機能画面イメージ

検索画面イメージ

キーワード検索 範囲検索
時間検索

検索結果表示画面イメージ

※イメージ

※イメージ

【一覧表示】

【検索条件設定】
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参考

⑤ データ流通基盤の機能要件の整理イメージ

機能要件を記載

先進事例等を元に機能要件の参
考として実現イメージ案を提示

その他留意事項等を記載

各機能ごとに整理
（下記は１．データ仕様申請支援機能の例）
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b. 用語辞書

災害リスク情報の流通に関する用語辞書の位置づけ

用語辞書として具備すべき基本機能

用語辞書の構築

H21年度の検討内容：

プロトタイプの運用を想定した災害リスク情報に関する用語辞書の

登録・閲覧・編集システム

H21年度規格化対象の製品仕様書における用語および関連（引用）用語の辞書

H21年度の成果
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① 災害リスク情報流通基盤における用語辞書の役割

災害リスク情報の流通のための用語辞書の要件

① 災害リスク情報の規格化作業において参照された用語が確認できること
→災害リスク情報の規格化作業において参照する仕様書やシステムで使用されている用語の定
義、関連性を整理し、規格化作業や部会メンバーによる規格のレビュー、規格に基づいたデータ作
成者の作業支援を目的

② 先行事例の用語辞書と連携し、用語辞書の整備・作成を効率的に行うこと
→用語辞書に関連するシステムを開発している事例との協力によって、将来的な連携の可能性を
確保（東京大学のオントロジーレジストリシステムと同様のシステム構成、プラットフォームを採用）

③ 将来的に災害リスク情報に関連する各分野の専門家による協同メンテナンス
が可能であること
→用語辞書のコンテンツがある程度整備された時点（規格化作業がある程度完了した時点）で、研
究機関や部会メンバ等の専門家との協同整備を前提とした用語辞書整備環境

※災害リスク情報に関する既存の用語の定義から、各システムや仕様書において使用されている用
語の関連性を整理することが前提
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② 整備対象とした用語辞書の機能
規格化作業に必要な機能として、当面整備する用語辞書の機能を整理
災害リスク情報の用語辞書として、辞書作成時に必要な機能や辞書の範囲の検証を兼ねる
当面の目的である規格化作業を進める上で必要であり、整備可能な辞書な内容・機能から整備

•専門家との協同整備時に、登録の進捗管理を行う--△登録進捗管理機能

• ある用語に関連する情報を、類義語や他言語での
表現などを含めて統合的に収集・確認

• 個々のフィーチャをXMLとして符号化する際に、利
用されているタグ名を確認

• UMLモデルを作成する際に、定義対象のデータ群
がどのような関係として定義されているかを確認

•用語定義の登録や関連用語をWikiに登録する

• 用語の定義を行う際に、定義対象のデータが既存
仕様においてどのように定義されているかを確認

• 既存用語の関連性の整理に利用

利用方法（例）

-

-

-

-○関連用語（タグ）登録

○○○関連用語（タグ）登録
支援機能

○-○編集

○

×

○

-

○

当面の
整備範囲

○

△

△

-

△

△

-

△

△

○

○

意見
照会

登録
作業

△

△

○

-

-

-

△

△

△

△

○

優先度

登録

検索

登録

検索

類義語自動表示

検索

類義語検索（逆引き）

全文検索

閲覧

閲覧

閲覧

機能

データ検索時の支援

データ要
素定義

データモデ
ル定義

用語定義用語辞
書編集
時

場面
（利用主体）
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③ 構築した用語辞書について

公開URL
http://202.214.27.244/smw/sample/

登録されている用語については今後拡充
内容が充実した段階で、今後、用語定義や用語間の関連について意見
照会を行う予定
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④ 用語辞書の利用方法（検索）

●検索ボックスに検索したいキーワードを入力するか、
「ツールボックス」→「特別ページ」→ページのリストの「カテゴリ」・
「ページ一覧」から任意のデータを探索
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⑤ 用語辞書の利用方法（編集）

① 任意の用語を選択しページを表示
② 「編集」タブ、もしくは［編集］のリンクをクリック→編集画面が表示される
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⑥ 用語辞書の利用方法（関連用語の登録①）

① 「table-edit」をクリック

② 「見出し語説明」の編集画面と関連用語の登録画面が開く
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⑦ 用語辞書の利用方法（関連用語の登録②）

①見出し語と登録する関連用語の「関係」を一
覧から選択

・カテゴリー：用語が含まれる災害リスク情報の分野（必
須、複数登録可）

・対訳語（英語）：用語の英訳
・表記ゆれ： ex. 「ぼうさい」=「防災」
・同義語：ex.「ガードレール」=「防護策」（意味が全く同じ

用語）
・類義語：ex.「全壊」と「大破」、「運休」と「運行停止」（意

味が似ている用語）

①見出し語と登録する関連用語の「関係」を一
覧から選択

・カテゴリー：用語が含まれる災害リスク情報の分野（必
須、複数登録可）

・対訳語（英語）：用語の英訳
・表記ゆれ： ex. 「ぼうさい」=「防災」
・同義語：ex.「ガードレール」=「防護策」（意味が全く同じ

用語）
・類義語：ex.「全壊」と「大破」、「運休」と「運行停止」（意

味が似ている用語）

③対象の用語を登録③対象の用語を登録

②「追加」ボタンをクリッ
クすると「記述部」に空
欄の行が追加される

②「追加」ボタンをクリッ
クすると「記述部」に空
欄の行が追加される

※削除する場合は対象の
用語を選択して「削除」ボ
タンをクリック

※削除する場合は対象の
用語を選択して「削除」ボ
タンをクリック
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c. メタデータエディタ

国際規格や日本のメタデータ標準との整合を考慮し、検討したメタデータ仕様に基
づくエディタの構築

H21年度の検討内容：

メタデータエディタの試作

（作成したメータデータ仕様に基づくメタデータを作成するエディタの作成）

H21年度の成果
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公開URL
http://202.214.27.244/geonetwork/

ID：※防災WG情報共有サイト（Backlog）のID
PW:mieruka

試作の基本方針

INSPIREメタデータエディターと同様に、国際規格（ISO19115、
19139）に基づくメタデータを作成できるエディターを作成する

Webアプリケーションとして動作する

フリーかつソースコードの公開が可能なオープンソース（ソースコード
の改修・公開に制限がない）のソフトウェアを使用する

オープンソースのソフトウェア「GeoNetwork」で試作

① メタデータエディタの試作
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①ログイン

②Administration→New metadata（メタデータ作成）

②

③テンプレート選択

②メタデータエディタ試作版のイメージ-1
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④メタデータ入力

⑤保存

②メタデータエディタ試作版のイメージ-２
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Ⅱ． データ仕様の明確化・共通化

－統合利用可能な災害リスク等の規格化
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統合利用可能な災害リスク等の規格化

規格化を行うためのガイドライン

災害各種の災害リスク情報項目および構造

メタデータ項目および構造

H21年度の検討内容：

・災害リスク情報等の規格化ガイド文書（事務局素案）

・災害リスク情報等のデータ製品仕様書（事務局素案）
－地震被害想定データ製品仕様書（事務局素案）
－津波被害想定データ製品仕様書（事務局素案）
－洪水被害想定データ製品仕様書（事務局素案）
－土砂災害被害想定データ製品仕様書（事務局素案）
－道路被害情報、公共交通機関被害情報製品仕様書（事務局素案）

・災害リスク情報等メタデータプロファイル

H21年度の成果
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①データ仕様の明確化・共通化（統合利用可能な災害リスク等の規格化）の趣旨

課題：災害リスク情報を公開・流通させるためのデータ仕様が明確に定まってない

課題：異なる機関の災害リスク情報等を統合的に利活用できない（地図への重ね合
わせを行うための処理が煩雑）

例えば・・・地震被害想定データの場合

データを格納する標準的なデータ仕様がない。機関によってSHPファイルやCSVファイル等で
保管しているが、関係者以外が理解することが困難な場合が多い。

また、公開データは、紙やPDF等の場合もあり、地図上での重ね合わせが困難。

課題：災害リスク情報を公開・流通させるためのデータ仕様が明確に定まってない

課題：異なる機関の災害リスク情報等を統合的に利活用できない（地図への重ね合
わせを行うための処理が煩雑）

例えば・・・地震被害想定データの場合

データを格納する標準的なデータ仕様がない。機関によってSHPファイルやCSVファイル等で
保管しているが、関係者以外が理解することが困難な場合が多い。

また、公開データは、紙やPDF等の場合もあり、地図上での重ね合わせが困難。

現状の課題

効果：二次利用可能な形式での公開・流通を促進

→内容の理解が容易（仕様を定義しているため）

→地図上での重ね合わせ、データの加工等が用意（XML形式で定義しているため）

効果：二次利用可能な形式での公開・流通を促進

→内容の理解が容易（仕様を定義しているため）

→地図上での重ね合わせ、データの加工等が用意（XML形式で定義しているため）

規格化の効果

災害リスク情報を公開・流通するための標準的な仕様を用意する
ことで（規格化することで）・・・
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機関A 機関B

機関C 機関D

個々に対応が
必要

機関Cの
災害リスク情報

統
合
利
用

機関A

現状のイメージ

規格化後のイメージ

機関Aの
災害リスク情報 機関Dの

災害リスク情報

機関Bの
災害リスク情報

内容が理解できない 地図上に表示できない

A機関 災害リスク情報

B機関 災害リスク情報

C機関 災害リスク情報

機関B

機関C

まとめて処理可能

データ利用者

（サービス提供者）

データ利用者

（サービス提供者）

地図上での重ね合
わせが容易

データ内容の理解
が容易
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② Ｈ21年度に規格化した成果の位置づけ
H21年度の規格化成果は事務局素案の段階

これら成果が災害リスク情報の作成者（省庁や自治体等）に採用していただけるように、
WG・部会メンバ、省庁関係者等からご意見等をいただき、継続的にブラッシュアップを
実施

ロードマップに示したH24年度の実証実験までに、防災WGの成果として取りまとめるこ
とを当面の目標として検討を実施

現在は、防災WGの事務局である内閣府が主体的に検討しているが、規格化検討にあ
たり、より最適な機関（データを作成することになる機関等）があれば、当該機関にて主
体的に検討を実施していただくことも可能

災害リスク情報等のデータ製品仕様書
－地震被害想定データ製品仕様書（事務局素案）
－津波被害想定データ製品仕様書（事務局素案）
－洪水被害想定データ製品仕様書（事務局素案）
－土砂災害被害想定データ製品仕様書（事務局素案）
－道路被害情報、公共交通機関被害情報製品仕様書（事務局素案）

災害リスク情報等メタデータ仕様書（事務局素案）



29 災害リスク情報等の規格化ガイド文書の概要

災害リスク情報等の規格化ガイド文書

災害リスク情報等のデータ製品仕様書
－地震被害想定データ製品仕様書
－津波被害想定データ製品仕様書
－洪水被害想定データ製品仕様書
－土砂災害被害想定データ製品仕様書
－道路被害情報、公共交通機関被害情報製品仕様書

災害リスク情報等メタデータ仕様書

メタデータエディタ（試作）

用語辞書の整備環境

作成手順

利用用語の登録

メタデータ項目

１．ガイド文書の目的

本ガイド文書は、自然災害リスク情報等の規格化を行う際の
標準的な手順を示すもの。

ここでの規格化とは、各機関で個別に定義されているデータ
仕様に基づく災害リスク情報等を統合的に利用するための
標準的な仕様を定義すること、及び各機関に分散された災
害リスク情報等を効率的に検索するためのメタデータ仕様を
定義することを指す。

→ガイド文書では、以下の仕様書を定義する際の手順を
示す。

●災害リスク情報等に係る「データ仕様書」

●災害リスク情報等に係る「メタデータ仕様書」

本ガイド文書は、自然災害リスク情報等の規格化を行う際の
標準的な手順を示すもの。

ここでの規格化とは、各機関で個別に定義されているデータ
仕様に基づく災害リスク情報等を統合的に利用するための
標準的な仕様を定義すること、及び各機関に分散された災
害リスク情報等を効率的に検索するためのメタデータ仕様を
定義することを指す。

→ガイド文書では、以下の仕様書を定義する際の手順を
示す。

●災害リスク情報等に係る「データ仕様書」

●災害リスク情報等に係る「メタデータ仕様書」

２．基本方針

既存の基準・仕様類で定義されている災害リス
ク情報に係る内容を十分に踏まえる

災害リスク情報の利活用場面から要求される事
項を踏まえる（＝既存の基準・仕様類のデータ
項目以外に利活用場面から要求されるデータ項
目があれば対象とする）

仕様書の作成にあたっては、国際標準、国内標
準に準拠して作成する

→ISO19100シリーズ、地理情報標準プロファイ
ル（JPGIS Ver2.1版）、JMP2.0等を参照する

既存の基準・仕様類で定義されている災害リス
ク情報に係る内容を十分に踏まえる

災害リスク情報の利活用場面から要求される事
項を踏まえる（＝既存の基準・仕様類のデータ
項目以外に利活用場面から要求されるデータ項
目があれば対象とする）

仕様書の作成にあたっては、国際標準、国内標
準に準拠して作成する

→ISO19100シリーズ、地理情報標準プロファイ
ル（JPGIS Ver2.1版）、JMP2.0等を参照する

3-1：既存の災害リスク情報等に係る基準・仕様類の調査

3-2：既存の災害リスク情報等に係る基準・仕様類のデータ項目の整理

3-4：既存の災害リスク情報等におけるデータ項目の名称・定義内容の関連整理

3-5：データ内容及び構造等の整理

3-6：データ仕様書の作成

3-3：利活用場面と必要となるデータ項目の整理

地理情報標準プロファイル
（JPGIS Ver2.1版）に基づき作成

３．データ仕様書の作成手順

参考資料1参照



30 災害リスク情報等のデータ製品仕様書の概要

道路被害情報、

公共交通機関被害

土砂災害被害想定

洪水被害想定

地震・津波被害想定

国や自治体で作成されている土砂災害想定データを対象に規格
化を検討。

土砂災害被害想定データ製品仕様書（事
務局素案）

国交省等で作成されている洪水リスクに係るデータを対象に規格
化を検討。

洪水被害想定データ製品仕様書（事務局
素案）

国や都道府県で作成されている地震及び津波被害想定データを
対象に規格化を検討

地震被害想定データ製品仕様書（事務局
素案）

津波被害想定データ製品仕様書（事務局
素案）

道路管理者及び公共交通機関が収集している被害データを対象
に規格化を検討。

概要

道路被害情報、公共交通機関被害情報
製品仕様書（事務局素案）

成果分野

※「津波被害想定データ製品仕様書」は、地震被害想定データ製品仕様書のサブセット（津波部分のみ切り出して整理したもの）

H21年度の規格化に係る成果一覧

災害リスク情報等の規格化ガイド文書

災害リスク情報等のデータ製品仕様書
－地震被害想定データ製品仕様書
－津波被害想定データ製品仕様書
－洪水被害想定データ製品仕様書
－土砂災害被害想定データ製品仕様書
－道路被害情報、公共交通機関被害情報製品仕様書

災害リスク情報等メタデータ仕様書

メタデータエディタ（試作）

用語辞書の整備環境

作成手順

利用用語の登録

メタデータ項目

「災害リスク情報等の規格化ガイド文書」
に基づき、以下の災害リスク情報等につい
て規格化を実施。

JPGISに準拠した製品仕様書として取りま
とめ。



31 地震被害想定データ製品仕様書（事務局素案）の概要

【内容】 地震によって発生する揺れ等の程度を示す指標
【表現形式】 メッシュ
【属性例】 震度階級、計測震度、震度増分、地表最大加速度、・・・ 等

液状化危険度液状化危険度

地震動等地震動等

【内容】 地震によって発生する液状化現象により構造物に影響を及ぼす危険度を評価し
た指標

【表現形式】 メッシュ
【属性例】 液状化危険度（PL値）、液状化危険度（限界加速度値）、・・・ 等

【内容】 地震によって発生する津波の危険度を示す指標。特に津波水位に係る情報
【表現形式】 点、線、面、メッシュ
【属性例】 津波影響開始時間、津波到達時間、最大水位到達時間、・・・・ 等

津波危険度（津波水位）津波危険度（津波水位）

製品仕様書で定義したデータ項目の概要を以下に示す。



32 地震被害想定データ製品仕様書（事務局素案）の概要

【内容】 地震による揺れ、液状化、津波等によって発生する建物被害の状況を示す指標
【表現形式】 メッシュ
【属性例】 メッシュコード、全壊棟数、半壊棟数、床上浸水棟数、・・・・・ 等

【内容】 地震によって発生する津波の危険度を示す指標。特に津波によって浸水する区
域を示す情報

【表現形式】 面、メッシュ
【属性例】 浸水深、浸水時流速、浸水開始時間、津波危険度、・・・・・ 等

津波危険度（津波浸水想定区域）津波危険度（津波浸水想定区域）

建物被害建物被害

【内容】 地震による揺れ、液状化、津波等によって発生する火災被害の程度を示す指標
【表現形式】 メッシュ
【属性例】 全出火件数、全出火率、炎上出火件数、炎上出火率、消火件数、・・・・等

火災被害（焼失棟数等）火災被害（焼失棟数等）

※「津波被害想定データ製品仕様書」は、地震被害想定データ製品仕様書のサブセット（津波部分のみ
切り出して整理したもの）であるため、概要の提示は省略



33 洪水被害想定データ製品仕様書（事務局素案）の概要

【内容】 河川の洪水防御に関する計画の基本となる降雨により当該河川が氾濫した場合に
浸水が想定される区域（水防法第14条第1項で規定）

【表現形式】 メッシュ・面・（コンター：浸水深・流速・浸水継続時間）
【属性例】 河川、作成主体、洪水規模、浸水深、流速、床上/床下浸水家屋棟数、・・・・・等

浸水想定区域浸水想定区域

【内容】 浸水想定区域内の想定直接被害額
【表現形式】 メッシュ
【属性例】 家屋資産被害額、家庭用品被害額、事業所資産被害額、・・・・・ 等

浸水想定区域被害額浸水想定区域被害額

【内容】 浸水想定区域設定条件下の地下鉄の浸水状況
【表現形式】 線
【属性例】 対象路線名、浸水状況、条件、・・・・・ 等

地下鉄浸水被害地下鉄浸水被害

製品仕様書で定義したデータ項目の概要を以下に示す。



34 洪水被害想定データ製品仕様書（事務局素案）の概要

【内容】 過去に実際に氾濫した区域
【表現形式】 メッシュ・面・コンター（浸水深・流速・浸水継続時間）
【属性例】 河川、洪水名、出水年月日、出水要因、降雨状況、浸水深、・・・・ 等

浸水実績区域浸水実績区域

【内容】 浸水実績区域における実際の浸水想定区域内の建物および人的被害
【表現形式】 メッシュ
【属性例】 メッシュコード、床上/床下浸水家屋棟数、死者数 ・・・・ 等

浸水実績区域被害浸水実績区域被害

【内容】 住民が避難行動をとる際に危険が及ぶことが想定される箇所。
【表現形式】 面、点、メッシュ
【属性例】 避難時危険箇所種別コード・市町村名、・・・・ 等

避難時危険箇所避難時危険箇所
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35

土砂災害被害想定データ製品仕様書（事務局素案）の概要

【内容】 土砂災害のおそれがある区域
【表現形式】 面
【属性例】 区域名称、所在地、指定年月日、自然現象の種類、公示番号、・・・・ 等

土砂災害警戒区域土砂災害警戒区域

【内容】 建築物に損壊が生じ、住民等の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれが
ある区域

【表現形式】 面
【属性例】 区域名称、所在地、指定年月日、自然現象の種類、公示番号、・・・・ 等

土砂災害特別警戒区域土砂災害特別警戒区域

【内容】 土石流や山崩れなどによる土砂災害を未然に防ぐための砂防堰堤などの
工事をしたり、土地の形を変えるなどの行為を制限する区域

【表現形式】 面
【属性例】 水系名、幹川名、渓流名、指定区分コード、指定方法コード、・・・・ 等

砂防指定地砂防指定地

製品仕様書で定義したデータ項目の概要を以下に示す。



36 土砂災害被害想定データ製品仕様書（事務局素案）の概要

【内容】 崩壊するおそれのある急傾斜地で、その崩壊により相当数の居住者その他の者
に危害が生ずるおそれのあるもの及びこれに隣接する土地のうち、当該急傾斜
地の崩壊が助長され、又は誘発するおそれがある土地の区域

【表現形式】 面
【属性例】 名称、斜面区分コード、所在地、指定年月日、告示番号、・・・・ 等

急傾斜地崩壊危険区域急傾斜地崩壊危険区域

【内容】 地すべり地域の面積が5ha （市街化区域にあっては2ha）以上のもので別途定
めるような重大な被害を及ぼす恐れのある区域

【表現形式】 面
【属性例】 名称、地すべり区分コード、所在地、指定年月日、告示番号

地すべり防止区域地すべり防止区域

【内容】 土石流発生の危険性があり、5戸以上の人家に被害を生ずるおそれがある渓流、
および人家はないが今後新規の住宅立地等が見込まれる渓流

【表現形式】 線、面
【属性例】 渓流名、所在地、県コード、市町村コード、字名、保全対象人口、・・・・・ 等

土石流危険渓流土石流危険渓流



37 土砂災害被害想定データ製品仕様書（事務局素案）の概要

【内容】 土砂災害の発生が予想される場所で、傾斜度30度以上、高さ5ｍ以上の急傾斜
地で、その斜面が崩れた場合に被害が出ると想定される区域内に、人家が5戸以上あ
る箇所および人家はないが今後新規の住宅立地等が見込まれる箇所

【表現形式】 面
【属性例】 箇所名、保全対象人家戸数1戸建、保全対象人家戸数アパート等、・・・・等

急傾斜地崩壊危険箇所急傾斜地崩壊危険箇所

【内容】 地すべりを起こしている、あるいは起こすおそれのある区域で、河川、公共施設、
人家等に損害を与えるおそれのある箇所

【表現形式】 面
【属性例】 箇所名、所在地、保全対象人家戸数合計、保全対象施設名称、・・・・・ 等

地すべり危険箇所地すべり危険箇所

【内容】 豪雪地帯指定市町村において、雪崩発生のおそれがある、斜面勾配が15度以
上かつ高さ10ｍ以上を有する斜面で、斜面勾配が15度未満となる地点から見通した
時に18度以上の角度を有する範囲があり、その区域内に人家が5戸以上ある箇所

【表現形式】 面
【属性例】 箇所名、保全対象人家戸数、公共建物・施設種別、・・・・・ 等

雪崩危険箇所雪崩危険箇所
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【内容】 発災後に道路において発生した被害
【表現形式】線（区間）・点（道路上の地点）
【属性例】 発生日時、通行可否、被害内容、施設名、被害延長、･････ 等

道路・鉄道被災データ製品仕様書（事務局素案）の概要

道路被害道路被害

製品仕様書で定義したデータ項目の概要を以下に示す。

【内容】 発災後に道路において実施されている通行規制
【表現形式】線（区間）・点（道路上の地点）
【属性例】 規制状態、規制開始日時、規制解除日時、規制車線数、車両制限有

無、･････ 等

通行規制通行規制

【内容】 発災後に道路において発生する渋滞の情報
【表現形式】線（区間）・点（道路上の地点）
【属性例】 渋滞の発生有無、渋滞予測、発生・終了日時、･････ 等

渋滞渋滞
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【内容】 発災後における鉄道の直前と現在の運行状況、その原因の情報
【表現形式】線（区間）・点（駅）
【属性例】 運行状況（遅れ、運転休止、見合わせ、折り合えし運転等）、対象

路線・方面、列車の種類、復旧見通し、･････ 等

道路・鉄道被災データ製品仕様書（事務局素案）の概要

運行状態運行状態

【内容】 発災後に鉄道において発生した被害の情報
【表現形式】線（区間）・点（道路上の地点）
【属性例】 被害内容、･････ 等

被害内容被害内容
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災害リスク情報メタデータ仕様プロファイル（事務局素案）

【参考・引用した仕様書・マニュアル等】

災害リスク情報等はさまざまな機関で整備されているが、それらの所在情報が共有化され
ていない。そこで、各種災害リスク情報を検索・発見するための手がかりとなるメタデー
タの仕様書として、「災害リスク情報メタデータ仕様プロファイル」を作成。

なお、データの所在情報を記録するメタデータの整備は、作成者にとって新たな負担となる可能
性があるため、まずは最小限の項目を規定している。

【背景・目的等】

・ISO19115（JISX7115）
・ISO/TS19139
・JMP2.0
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ISO19115
Geographic information

- Metadata
JISX7115

ISO19139
Geographic information -Metadata –

XML schema implementation

JMP2.0
（国土地理院） INSPIRE

メタデータ仕様

地理情報メタデータの
XMLの実装仕様

準拠

災害リスク情報メタ
データ仕様プロファイ

ル（事務局素案）

日本語化

入力項目を約７０項目に限定し
て運用している。
※XMLの仕様は独自仕様を採
用。ISO19139が出来上がる前

から運用していたため。

準拠

メタデータを実際に作成するための仕様
URL:http://www.isotc211.org/2005/gmd/

約４００のメタデータ項目を規定。
メタデータ仕様に含まなければならない項目
としてコアメタデータを規定。

コアメタデータ
コアメタデータ

コアメタデータ

コアメタデータ

整合性確保

WMO（世界気象機関）

メタデータ仕様

その他の主な
メタデータ仕様

メタデータの規格・仕様の関係

災害リスク情報メタデータ仕様プロファイル（事務局素案）
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災害リスク情報メタデータ仕様（事務局素案）の概要

メタデータの作成日付日付*22

メタデータの責任者の問合せ先問合せ先*21

メタデータで使用されている文字符号規格文字コード*20

メタデータで使用されている言語言語*19

メタデータ仕様の名称メタデータ規格の名称*18

メタデータのファイル名称ファイル識別子*17メタデータの基本情報

データの作成過程、元データに関する情報系譜*16品質情報

座標参照系の名前符号*15参照系情報

製品仕様書の名称仕様書14

データの入手先オンライン情報*13

データフォーマットの名称書式名*12配布情報

主題の記述に使用する共通の言葉、公認の言葉、語句などキーワード11

空間表現の方法（例：ベクトル）空間表現型*10

データ内容の要約要約（データ内容の要約）*9

地図で表示した際の縮尺縮尺*8

国際規格が定める主題分類法（例：地球科学の情報）主題分類*7

データで使用される文字符号規格（例：utf8）文字コード*6

データで使用されている言語（例：日本語）言語*5

データの空間・時間範囲範囲情報*4

データの責任者の問合せ先問合せ先*3

データの作成又は公表日付日付*2

災害リスク情報（データ）の名前タイトル*1データの識別情報

メタデータ項目の概要メタデータ項目（*コアメタデータ）メタデータ項目の分類

災害リスク情報メタデータ仕様プロファイル（事務局素案）
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災害リスク情報及び関連する情報等と規格化及びデータ流通基盤の関係を以下に示す。
規格化により防災対策や各種サービスへの活用が期待されるため、「①自然災害によるハザード

（想定事象）情報」、「②自然災害によるリスク（被害想定）情報」を主対象とし、これに「③発災時およ
び発災後の災害情報」を加えた災害リスク情報等を規格化及びデータ流通基盤の対象とする。

データ流通基盤に関係する情報の範囲

規格化及び
データ流通基盤で対象とする情報の範囲

①自然災害によるハザード（想定事象）情報 ＊
－地震動、液状化
－洪水（浸水想定区域）
－地すべり等の発生危険度 等

②自然災害によるリスク（被害想定）情報

－建物被害予測
－火災被害予測
－交通施設被害予測
－ライフライン施設被害予測
－人的被害予測 等

基礎情報
（リスク情報を作成する際に利用する情報）
（リスク情報を作成する過程で作成する情報）

－地形・地質データ
－建物データ
－統計データ（人口、世帯数等）等

分析モデルに係る情報
－ハザード予測手法
－被害予測手法 等

③発災時および発災後の災害情報
－公共施設の被害情報
－対応状況
－人的被害、住家被害 等

観測情報
－気象観測情報
－河川情報 等

※気象庁による気象情報のXML化や

国土交通省による統一河川情報の
XML化等の規格化が進んでいるため

活用可能

災害リスク情報等を利用したサービス事
業者等（民間事業者、研究者、自治体等）

－ハザードマップ（被害シナリオ）の作成
－携帯電話、カーナビ、地デジ等による

情報提供
－ユーザの特定ニーズに対応した

応用サービス 等

※民間によるサービス提供に期待

国民等
－災害リスク情報自体の活用や、 民間等

による災害リスク情報等を用いたサービス
の利用により、防災対策を実施 等

サービスの活用

デ
ー
タ
の
活
用

デ
ー
タ
の
活
用

※国土地理院や国土計画局によるJPGISによるXML
化等の規格化が進んでいるため活用可能

災害リスク情報等災害リスク情報等に関連する情報等

主対象

＊過去の災害実績（ex.浸水実績）も含む

※関係機関や関連する取り組みの状況を踏まえ実施

規格化及びデータ流通基盤で取り扱う情報の範囲

各機関等で共有すべき災害リスク
情報等が対象（≒データ公開の対
象になるようなものが対象）

参考


